地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター（起業支援）事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第２　号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化　対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）対象事業の要件
　　　対象となる事業は、以下の要件を満たすものであること。
　　ア　地球温暖化対策を推進する上で将来性があること。
　　イ　地球温暖化対策技術等を普及させるビジネスモデルとして先見性が高い　　　　こと。
　　ウ　地球温暖化対策技術等を普及させるビジネスモデルとして先進性が高い　　　　こと。
（２）維持管理
　　　事業で整備した施設・設備及び事業で取得した備品は、事業主体の責任の　　　もとで適正な維持管理が講じられるものであること。
（３）温室効果ガス削減量の把握等
　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握すること。
　　　また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供する　　　こと。
（４）事業報告書及び評価報告書の作成並びに提出
　　　補助事業者は、補助事業に係るビジネスモデルの開始の日からその年度の　　　３月末までの期間及びその後の３年間の期間について、事業の実績及び事業　　　の収支並びに温室効果ガスの削減量を、本事業を実施したことによる波及効　　　果とあわせて毎年度とりまとめ、事業報告書を様式第１により作成し、　　　　　当該年度の翌年度の４月３０日までに２部を大臣に提出するものとす　　　　る。
　　　また、補助事業者は、３年間の期間終了後には、当該ビジネスモデルに係　　　る事業の事業性評価及び今後の事業計画並びに本事業を実施したことによる　　　波及効果をとりまとめた評価報告書を様式第２により作成し、翌年度　　　　　　の４月３０日までに1部を大臣に提出するものとする。
地域協議会民生用機器導入促進事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第３　号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化　対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）補助対象者の要件
　　　本事業の対象者は、導入する設備の取得財産等管理台帳を備えて管理を行う、地域協議会又は事業者とする。
　　　ただし、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第117号）第２４条に基づく都道府県地球温暖化防止推進センターが事務局を行う地域協議会で、かつ、対策設備等の所有者（設置者）が地域協議会の構成員たる法人格を有する団体である場合など、地域協議会が補助事業者として、善管義務を将来にわたって十分に発揮出来ると判断されるケースについては、例外的に補助事業者と導入対策設備等の所有者（管理者）の一致しない場合においても、地域協議会を補助事業者として申請を受け付けるものとする。
①高効率断熱資材導入事業
　　　既設の住宅やビルのリフォーム時に、高効率断熱材や複層ガラスなどの断熱資材を地域にまとめて導入する事業。
　　ⅰ）住宅に導入する場合
断熱資材にあっては、「住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する設及び施工の指針」（平成11年建設省告示第998号）の３の（１）のロ「断熱材の熱抵抗の基準」に適合するもの（フロンを使用しないものに限る。）とし、ガラス、サッシ等にあっては、同指針の４の（２）「建具等の基準」に適合するもの又はこれと同等以上の性能を有するものとする。
　　ⅱ）住宅以外の建築物に導入する場合
　　　　建築物に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主の判断基準（平　　　　成１１年通商産業省・建設省告示第１号）の１－３の条件を満たすために　　　　必要となるもの（延べ面積が五千平方メートル以下の建築物については、　　　　１－４の条件を満たすために必要となるものとすることができる。）又は　　　　アの1)を満たすものとする。なお、断熱材にあっては、フロンを使用しな　　　　いものに限る。
　　　
②先進的省エネ設備導入事業
　商店等の事業所へ、以下の要件を満たす省エネ機器を、地域においてまとめて導入するものであること。
　　　ⅰ）ＬＥＤ照明
　　　　屋内用ダウンライト、または街路灯、防犯灯であって、以下の要件を満たすもの。
（ア）器具総合効率が40lm/W以上であるもの。

（イ）定格寿命が、光束維持率70%時点で３万時間以上であるもの。

　　　ⅱ) セラミックメタルハライドランプ、無電極放電ランプ
（ア）街路灯、防犯灯用であるもの。
　　　ⅲ）省エネ型冷蔵・冷凍・空調設備
コンビニエンスストアやスーパーなどで用いる業務用の設備であって以下のいずれかの要件を満たすもの。

（ア）冷蔵・冷凍・空調一体型システムであるもの。
（イ）冷蔵・冷凍設備であって、インバータ制御機能を有するもの。
（ウ）高効率空調設備であって、冷暖平均（冷房専用機にあっては冷房定格）COP3.0以上、かつAPF4.0以上であるもの。
③民生用バイオマス燃料燃焼機器導入事業
　　　　以下の要件を満たす民生用バイオマス燃料燃焼機器（木質ペレットストーブ、木質バイオマスペレットボイラーを用いた空調設備、薪ストーブに限る）を、地域においてまとめて導入するものであること。
　　　（ア）バイオマス利用率が80％（低位発熱量）以上であること。
　　　（イ）国内に機器メンテナンス体制が整備されていること。
　　　（ウ）バイオマス燃料の供給体制が整備されていること。
　　　（エ）関係法令等の手続きを完了していること。
（オ）密集地を避け、排出口と隣家との距離を十分とるなど、設置場所に配慮がなされていること。
④民生用小型風力発電システム導入事業
　　　以下の要件を満たす民生用小型風力発電システムを、地域においてまとめて導入するものであること。
　　　（ア）市街地等の風況でも安定した発電ができること。
　　　（イ）強風時における安全対策が施されていること。
　　　（ウ）騒音が発生しないこと。
　　　（エ）プロペラなどの回転部に容易に人が接触することがないよう、人の手の届かない高さに設置したり、周囲に柵を設けるなどの措置がとられていること。
　　　（オ）住民等の目に多く触れるなど、温暖化対策技術の普及啓発としての効果も期待できる場所であること。
　 　　（カ）建築基準法等の関連法規や、地方公共団体が制定する条例を遵守していること。
　⑤民生用太陽熱利用システム導入事業
　　　財団法人ベターリビングの優良住宅部品（ＢＬ部品）認定を受けた民生用太陽熱利用システムを、地域においてまとめて導入するものであること。なお、補助対象に補助加熱装置は含まない。
（２） 維持管理
　　　設置した機器は、地域協議会または事業主体の責任のもとで適切な維持管理を講じること。

（３）温室効果ガス削減量の把握等
　  　当該機器の設置による温室効果ガスの削減量等を把握すること。
　　　また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供する　　　こと。

（４）事業の規模要件
　　　本事業は、一つの地域協議会におけるそれぞれの対策設備の導入件数が１０件以上を予定するものを補助の対象とする。ただし、③の木質バイオマスペレットボイラーを用いた空調設備を導入する場合については、導入件数が３件以上を予定するものを補助の対象とする。
（５）事業報告書の作成及び提出
　　　　補助事業者は、設備稼動開始の日から、その年度末までの期間、及びその後３年間の期間について、事業の実績（電気、ガス使用量またはその他燃料使用量等）及び温室効果ガスの削減量を毎年取りまとめた事業報告書を様式３により作成し、当該年度の翌年度の４月30日までに地方環境事務所長に紙媒体で１部、電子媒体（CD-ROM）で一部部提出するものとする。
また、地域協議会においては、本事業を実施したことによる波及効果についても様式３の１により作成し、当該年度の翌年度の4月30日までに地方環境事務所長に紙媒体で１部、電子媒体で１部（CD-ROM）提出するものとする。
（６） 電子データの仕様
　　地方環境事務所長に提出する電子媒体に格納する電子データは、以下の要件を満たすものとすること。
①Microsoft社WindowsXP SP2上で表示可能なもの。
②使用するアプリケーションソフトについては、以下のとおりとする。
・文書；ワープロソフト（Justsystem社一太郎（2007以下）、又はMicrosoft社Word（ファイル形式はWord2003以下）
・計算表；表計算ソフトMicrosoft社Excel2002以下（ファイル形式はExcel2003以下）
・画像；ＢＭＰ形式又はＪＰＥＧ形式
③以上の成果物の格納媒体はコンパクトディスクとする。事業年度及び事業名称等を収納ケース及びコンパクトディスクに必ずラベルにより付記すること。
④文字ポイント等、統一的な事項に関しては環境省担当官の指示に従うこと。
市民共同発電推進事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第５号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温　暖化対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）対象事業の要件
　　　市民参加型のＮＰＯ等が地方公共団体等と連携し、公共施設や公益的施設に市民からの出資により1000kW以下の小水力発電設備を設置する事業。

（２）要綱第５条第６項第３号の算定方法による算定額
　　　要綱第５条第６項第３号の算定方法による算定額は、原則として次の式により算定される額とする。
　　[（Ｂ－Ｃ）×（１－（１＋ｒ）－ｎ）／ｒ－Ａtotal×0.05]×(A/Atotal)
　　　Ａtotal:全事業期間で必要な総事業費（円）
      Ａ：補助対象経費の実支出額
　　　ｒ：時間割引率（原則として0.04とする）
　　　ｎ：当該設備の法定耐用年数
　　　Ｂ：当該施設により供給される再生可能エネルギーの年間販売収入見込額　　　　　（円）
　　　Ｃ：当該施設の年間の維持管理コストの見込額（円）
（３）維持管理
　　　導入した設備は、事業主体の責任のもとで適切な維持管理が講じられるも　　　のであること。

（４）温室効果ガス削減量の把握等
　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握すること。
　　　また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供する　　　こと。

（５）事業報告書及び評価報告書の作成並びに提出
　　　補助事業者は、補助事業に係る設備の使用開始の日からその年度の３月末　　　までの期間及びその後の３年間の期間について、事業の実績及び事業の収支　　　並びに温室効果ガスの削減量を、本事業を実施したことによる波及効果とあ　　　わせて毎年とりまとめた事業報告書を様式第４により作成し、当該年度の翌　　　年度の４月３０日までに大臣に提出するものとする。
また、補助事業者は、３年間の期間終了後には、当該事業の費用対効果、　事業化の可能性についての評価及び今後の事業計画並びに本事業を実施したことによる波及効果をとりまとめた評価報告書を様式第５により作成し、翌年度の４月30日までに大臣に提出するものとする。
地方公共団体対策技術率先導入補助事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第６　号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化　対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）対象事業の要件
　　　地方公共団体がシェアード・セイビングス・エスコ事業により、自らの施設の高いレベルでの省エネ化を行う取組であり、以下の要件を満たすものであること。
　　ⅰ）地方公共団体が地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）第２１条に規定する都道府県及び市町村の事務及び事業に関する実行計画（新規策定又は改定後３年以内の実行計画に限る。）に基づいて行う事業であること。
ⅱ）整備する施設・設備が、その普及率の向上が見込まれ、かつ、当該施設・設備を導入することにより地域住民等に対する地球温暖化対策の広範な普及啓発に資するものであること。
ⅲ）地方公共団体と民間事業者（ESCO事業者）が共同で申請するものであること。
（２）要綱第５条第７項第３号の算定方法による算定額
　　　要綱第５条第７項第３号の算定方法による算定額は、原則として当該設備による年間の光熱費削減見込額を２倍した額を対象経費から引いた額とする。
（３）維持管理
　　　導入した設備は、事業主体の責任のもとで適切な維持管理が講じられるも　　　のであること。
（４）温室効果ガス削減量の把握等
　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握すること。
　　　また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供する　　　こと。
（５）事業報告書及び評価報告書の作成並びに提出
　　　補助事業者は、補助事業に係る設備の使用開始の日からその年度の３月末　　　までの期間及びその後の３年間の期間について、事業の実績及び事業の収支　　　並びに温室効果ガスの削減量を、本事業を実施したことによる波及効果とあ　　　わせて毎年度とりまとめた事業報告書を様式第６により作成し、当該年度の　　　翌年度の４月30日までに大臣に提出するものとする。
また、補助事業者は、３年間の期間終了後には、当該事業の費用対効果、　水平展開の可能性についての評価及び今後の取組並びに本事業を実施したことによる波及効果をとりまとめた評価報告書を様式第７により作成し、翌年度の４月30日までに大臣に提出するものとする。

　　　地球温暖化対策技術開発事業（競争的資金）実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第031001002号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第８号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）対象事業の要件
ⅰ）技術開発委託事業の成果等により短期間での製品化が十分期待出来る有望な技術を対象として、製品化に直結した技術開発を行う事業であること。
ⅱ）循環資源由来エネルギー利用技術の実用化に係る技術開発を行う事業であること。

（２）補助対象外経費
　　　以下の経費は対象としない。
　 ア 技術開発者の人件費、退職金、ボーナスその他各種手当てなど、雇用関係が生ずるような月極の給与。
　 イ 補助事業に必要用地の確保に要する経費。
　 ウ 建屋の建設（簡易なものを除く）にかかる費用。
　 エ 技術開発機関の事業内容に照らして当然備えているべき機器、汎用性の高い備品等（パソコン、机、椅子、事務機器等）の購入費。
オ 補助事業に直接関係のない学会、講演会、会議等の出席のための旅費・　　      参加費。
　 カ 補助事業で発生した事故・災害の処理のための経費。
　 キ 補助事業に係る特許出願料等の登録免許に関する経費。
　 ク その他補助事業の実施に関連性のない経費
（３）事業報告書の作成及び提出
  　補助事業者は補助事業を完了したときは、技術開発の終了した日からその年度の３月末までの期間及びその後の３年間の期間について、技術開発の成果、成果発表状況、期待される効果、技術・システムの応用可能性、今後の事業展開に向けての課題等を毎年度とりまとめた事業報告書を様式第８により作成し、補助事業の完了日から起算して３０日を経過した日又は翌会計年度の４月10日のいずれか早い日までに、環境大臣（以下「大臣」という。）に提出しなければならない。
  　事業報告書は、製本したものを５部環境省に提出するものとする。   
    　
　　事業報告書等の提出に当たっては、その仕様は、平成13年2月閣議決定「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（平成２０年２月５日一部改正。以下「基本方針」という。）に従うこと。
　　なお、裏表紙に古紙パルプ配合率、白色度、その他基本方針の印刷に係る判断基準のうち該当する事項について明記するものとする。また、可能な限り市中回収古紙を含む再生紙を使用するよう配慮すること。
また、報告書は当省の図書室等で一般に公開される予定であり、それを前提に、日本語及び英語によるサマリー（Ａ４版３ページ程度）を含めて作成する。
　　英語サマリーについては、以下により作成すること。
　（１）以下の対訳集等を参考に、ネイティブチェックを経ること。
      ①日英対訳環境用語集（環境省職員が提供する）
      ②環境用語和英対訳集
（ＥＩＣネット http://www.eic.or.jp/library/dic/）
      ③法令用語については、日本法令英訳プロジェクトの標準対訳辞書
       （http://www.kl.i.is.nagoya-u.ac.jp/told/）
  （２）海外で参照されることを念頭に、入力は半角で行い、全角文字や全角スペースは使用しないこと。特に以下に注意すること。
      ・丸数字は使用不可。「ﾟC」→「degrees」又は「degrees centigrade」
      ・記号はすべて半角。例：「“ ”」→「" "」、「｀」「’」→「'」、「－」→「-」
      ・化学物質は英文名＋化学記号（半角の英数字）。1/4 文字にしない。二度目以降は化学記号のみでも可。例：carbon dioxide（CO2）
      ・環境省の略称は「MOE」（大文字）
また、事業報告書については、以下の仕様の電子データをあわせて提出しなければならない。
（１）Microsoft社WindowsXP SP2上で表示可能なものとする。
（２）使用するアプリケーションソフトについては、以下のとおりとする。
・文書；ワープロソフト（Justsystem社一太郎（2007以下）、又はMicrosoft社Word（ファイル形式はWord2003以下）
・計算表；表計算ソフトMicrosoft社Excel2002以下（ファイル形式はExcel2003以下）
・画像；ＢＭＰ形式又はＪＰＥＧ形式
（３）（２）による成果物に加え、「ＰＤＦファイル形式」、「ＨＴＭＬファイル形式」（写真・イラスト・グラフ等の画像部分は、ＧＩＦ、ＪＰＥＧ等のファイル形式）による成果物を各々作成すること。
（４）以上の成果物の格納媒体はコンパクトディスクとする。事業年度及び事業名称等を収納ケース及びコンパクトディスクにラベルにより付記すること。
（５）文字ポイント等、統一的な事項に関しては環境省担当官の指示に従うこと。
　

以上をＣＤ－ＲＯＭに保存し、これを１枚環境省に提出することとする。　　

街区まるごとＣＯ２２０％削減事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第９　号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化　対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）対象事業の要件
　　　戸建住宅、集合住宅または商業施設等業務ビルからなる街区全体で、一般　　　的な街区又は現状に比べて二酸化炭素排出量を２０％以上削減する目標を設　　　定し、追加的設備の整備などの対策を実施する、新規市街地開発や街区の再　　　開発などを行う事業とする。
（２）維持管理
　　　導入した設備は、設備の所有者もしくは設備管理者の責任のもとで適切な　　　維持管理が講じられるものであること。なお、補助事業者が、導入した設備　　　を最終所有者へ譲渡する場合は、当該設備に補助金が添加されていることを　　　証明出来る書類等を提示すること。
（３）温室効果ガス削減量の把握等
　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握すること。
また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供すること。
（４）事業報告書及び評価報告書の作成並びに提出
　　　補助事業者は、補助事業に係る設備の使用開始の日からその年度の３月末　　　までの期間及びその後の３年間の期間について、事業の実績及び事業の収支　　　並びに温室効果ガスの削減量を、本事業を実施したことによる波及効果とあ　　　わせて毎年度とりまとめた事業報告書を様式第9により作成し、当該年度の　　　翌年度の４月３０日までに大臣に提出するものとする。
また、補助事業者は、３年間の期間終了後には、当該事業の費用対効果及び今後の事業計画並びに本事業を実施したことによる波及効果をとりまとめた評価報告書を様式第１０により作成し、翌年度の４月３０日までに大臣に提出するものとする。
ソーラー環境価値買取事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第10　号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖　化対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）環境省の事務事業から発生するＣＯ２排出量をオフセットするため、設置後５年間分のグリーン電力証書を環境省に納めることを目的として、電力事業者との電力供給契約が高圧連系することとなっている民間事業者が業務用太陽光発電設備（２０ｋＷ以上で２００ｋＷ以下に限る。）を設置する事業で、以下の要件に該当するもの。

ⅰ）当該太陽光発電設備から生じる環境価値を設置後５年間（平成２１年度に設置するものは平成２２年度分から平成２６年度分まで）にわたって、環境省へ納めること（環境価値についてはグリーンエネルギー認証センターが認定した発電設備から発電された電力量で、グリーン電力相当量の認証を受けたグリーン電力証書によるものとする）。
ⅱ）当該太陽光発電設備から生じる電力を系統連系し、全量自家消費と見なせること（売電しないこと）。

ⅲ）グリーンエネルギー認証センターに登録されている、太陽光発電のグリーン電力証書の発行事業者と共同で申請するものであること。

（２）環境省へのグリーン電力証書の納入

太陽光発電の設置後５年間に渡り、年度毎のグリーン電力証書を、翌年度の６月末日までに環境省に納めること。

（３）維持管理
　　　事業で整備した施設・設備及び事業で取得した備品は、事業主体の責任の　　　もとで適正な維持管理が講じられるものであること。

（４）温室効果ガス削減量の把握等
　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握すること。
　　　また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供する　　　こと。

（５）事業報告書及び評価報告書の作成並びに提出
　　　補助事業者は、施設の本格稼働開始の日からその年度の３月末までの期間　　　及びその後の５年間の期間について、事業の実績（発電電力量）及び事業の　　　収支並びに温室効果ガスの削減量を、本事業を実施したことによる波及効果　　　とあわせて毎年度とりまとめた事業報告書を様式第11により作成し、当該年　　　度の翌年度の４月30日までに大臣に提出するものとする。
また、補助事業者は、５年間の期間終了後には、当該事業の事業性評価及　　　び今後の事業計画並びに本事業を実施したことによる波及効果をとりまとめ　　　た評価報告書を様式第12により作成し、翌年度の４月30日までに大臣に提　　　出するものとする。
エコ燃料利用促進補助事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付　要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発0310010　02号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第１２号に掲げる事業の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）対象事業の要件
　　①バイオエタノール製造事業　
従来廃棄物として処分されていたバイオマス資源や、農産物の残渣など地域に存在するバイオマスを有効活用してバイオエタノ－ルを製造供給する事業について、エタノール製造設備等の整備を支援する。
　　②バイオエタノール混合ガソリン等利用促進補助事業
　  バイオエタノール混合ガソリンの自動車用燃料としての利用を促進するため、ガソリン等販売店に燃料を供給する卸事業者等が行うバイオエタノール混合ガソリン製造施設（バイオエタノール貯蔵設備、バイオ燃料混合用ガソリン貯蔵設備、混合設備等）の整備、ガソリン等販売店が行うバイオエタノール混合ガソリンを給油するための設備改良（安全対策等）を支援する。
　　③バイオディーゼル(BDF)製造利用促進補助事業
廃食用油から製造されるバイオディーゼル（BDF）について、適正な品質による製造・供給を促進するため、一定の性能を有するBDF製造設備を整備する取組を支援する。
（２）維持管理
導入した設備は、事業主体の責任のもとで適切な維持管理が講じられるものであること。
（３）温室効果ガス削減量の把握等
　　　補助事業者は、事業の実施による温室効果ガスの削減量を把握すること。
　　　また、環境省の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供する　　　こと。
（４）事業報告書及び評価報告書の作成並びに提出
　　　補助事業者は、補助事業に係る設備の使用開始の日からその年度の３月末　　　までの期間及びその後の３年間の期間について、事業の実績及び事業の収支　　　並びに温室効果ガスの削減量を、本事業を実施したことによる波及効果とあ　　　わせて毎年とりまとめた事業報告書を様式第13により作成し、当該年度の翌　　　年度の４月30日までに大臣に提出するものとする。
　　　また、補助事業者は、３年間の期間終了後には、当該事業の費用対効果、　　　事業化の可能性についての評価及び今後の取組並びに本事業を実施したこと　　　による波及効果をとりまとめた評価報告書を様式第14により作成し、翌年度　　　の４月30日までに大臣に提出するものとする。
　附則
　この実施要領は、平成21年４月１日から施行する。
温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備補助事業実施要領
　（目的）
第１条　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第   031001002号。以下「要綱」という。）第４条第７項、第２９条第９項及び第３０条の規定に基づき、温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備補助事業（以下「事業」という。）に関して必要な細目を定めることにより、事業の適正な遂行に資することを目的とする。
　（排出削減対策の実施）

第２条　事業に係る補助事業者（以下「目標保有参加者」という。）は、平成２１年度において、事業により整備した設備を活用しつつ、対象工場・事業場からの排出削減対策を実施するものとする。
　（排出量の検証に当たっての検証機関への協力）

第３条　目標保有参加者は、基準年度排出量及び平成２１年度の対象工場・事業場における二酸化炭素の排出量の検証を受けるに当たっては、検証を円滑に行うため、検証に必要な資料及び情報の提供等検証機関に協力しなければならない。
　

　（その他の細則）

第４条　要綱及びこの実施要領のほか、目標保有参加者は、環境省が別途定める「自主参加型国内排出量取引制度の実施ルール」に従わなければならない。排出量の算定・検証、排出枠の交付量、目標保有参加者が常時保有すべき排出枠の量等の詳細についても、「自主参加型国内排出量取引制度の実施ルール」によるものとする。

　附　則
　この実施要領は、平成１７年４月１日から施行する。
　附　則

　この実施要領は、平成１８年７月２０日から施行する。

　附　則

　この実施要領は、平成１９年４月２日から施行する。
　附　則
　この実施要領は、平成２０年４月１日から施行する。
地域センター普及啓発・広報事業実施要領
１　目的
この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱（平成１５年１０月１日付け環廃産発第031001006号、環地温発第031001002号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第１号の事業（以下「事業」という。）の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）申請事業案件の要件
本事業の対象となる案件は、要綱第１条第１項第１号のア～ウのいずれかに該当する事業であること。
なお、事業の実施にあたっては、以下の点に十分留意すること。
ア　事業の実施による二酸化炭素排出削減量を可能な限り定量的に測定すること。
イ　事業の実施により、県下に広く普及できるものであること。
ウ　環境省（「チーム・マイナス６％」を含む。）及び各都道府県が行う地球温暖化防止に向けた普及啓発活動と整合を図り、かつ、連携をとれること。
エ　事業の実施後は要綱第１６条により指定する様式８による実績報告書により、事業効果を（期待値等を除いた）現実的実測値にて数量的に報告するとともに都道府県センターの情報発信基盤において、これを公表すること。
（２）補助対象経費
　本経費は事業の遂行に真に必要な経費のみ認めるものであり、以下の経費については、一切対象としない。
　ア　机、椅子等の調度品、複写機等のＯＡ機器など、補助事業者が通常備えるべき設備備品を購入するための経費
　イ　ホームページの開設、通信回線の付設など、補助事業者の生活基盤を整備するための経費
　ウ　事故・災害の処理のための経費
　エ　その他補助事業の実施に関連性のない経費
　附　則
　この実施要領は、平成２１年４月１日から施行する。
省エネ自然冷媒冷凍等装置導入促進事業実施要領
１　目的
　　この実施要領は、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱（平成１５年１０月１日付環廃産発第031001006号、環地温発第031001002号。以下「要綱」という。）第４条第７項の規定に基づき、同条第１項第７号の事業（以下「事業」という。）の実施に関して必要な細目等を定めることにより、地球温暖化対策の強化と速やかな普及を図ることを目的とする。
２　事業の実施方法等
（１）申請事業案件の要件
　　　本事業の対象となる案件は、以下の要件全てを満たすものとする。
　　ア　補助により新たに設置する冷凍等装置は、冷媒としてフロン類（ＣＦＣ、ＨＣＦＣ、ＨＦＣ）を使用せず、アンモニア、二酸化炭素又は空気等の自然冷媒を使用したものであって、フロン類を使用したものより省エネルギー性能に優れた冷凍等装置であること。
　　イ　補助により新たに設置した冷凍等装置は、事業主体の責任の下で適切に維持管理され、京都議定書第一約束期間（2008年～2012年）における温室効果ガスの排出量削減に資するものであること。
　　ウ　新たに設置する冷凍等装置の導入に伴い、既存の冷凍等装置で冷媒としてフロン類を含むものを撤去する場合は、「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律」に基づき、都道府県知事の登録を受けた第一種フロン類回収業者に、フロン類を適切に引き渡す（回収させる）こと。
　　エ　積算電力計を設置して電力使用量を記録するなどにより本事業の成果としての温室効果ガスの削減量を把握するとともに、省エネ自然冷媒冷凍等装置による効果を広報し、同装置の普及に努めること。さらに、本事業の効果等を踏まえ、類似装置のさらなる導入を検討すること。
　　　　また、環境省の求めに応じて、これらの情報を提供すること。
（２）補助対象経費
　　ア　省エネ自然冷媒冷凍等装置の導入費用と、これと同等の冷凍能力をもつフロン冷媒冷凍等装置（以下、「比較対象フロン冷媒冷凍等装置」という。）の導入費用の差額。
　　イ　省エネ自然冷媒冷凍等装置の導入に伴い、既存の冷凍装置を撤去し、廃棄する場合は、既存の冷凍装置の残存価額（法定耐用年数経過後は取得価格の１０％、経過以前は減価償却費を差し引いた額とする。）をアの差額に加算することができる。
（３）省エネ自然冷媒冷凍等装置の導入効果の広報について
　　　省エネ自然冷媒冷凍等装置の導入効果の広報については、実施方法は任意とするが、例えば、次のような方法が考えられる。また、これに限らず、効果的な広報を行うことが望ましい。
    ア　新聞、雑誌等への広告掲載
　　イ　自社のホームページや環境報告書への掲載
　　ウ　冷凍等装置メーカーとタイアップした見学会等の実施
　　エ　寄稿、発表等
（４）類似装置の導入状況について
　　　本事業は、省エネ自然冷媒冷凍等装置の導入を促進するためのモデル事業であり、　　本事業をきっかけに、補助対象事業者において、類似装置のさらなる導入について検　　討を行うことが望まれる。その検討状況を成果報告書に記載すること。
（５）成果報告書の作成及び提出
　　　　補助対象事業者は、補助により新たに設置した冷凍等装置の稼働から半年後（第１次）及び１年後（第２次）を目処に、成果報告書を、様式により作成し、これを地方環境事務所長に提出するものとする。同報告書には、ＣＯ２削減効果、広報結果又は予定、類似装置の導入状況又は予定について記載するものとする。
附則
　この実施要領は、平成21年４月１日から施行する。

様式（成果報告書の作成例）
　地方環境事務所長　殿
　　　　　　　　　　　補助対象事業者　住　　　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名  　　　　　　　　　　　印
平成○年度省エネ自然冷媒冷凍等装置導入促進事業
成果報告書（第○次）
　省エネ自然冷媒冷凍等装置導入促進事業実施要領に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　事業実施事業所名
２　事業実施によるCO2削減効果について
３　広報結果（又は予定）
４　類似装置の導入状況（又は予定）
　　（同一事業者における他の事業所等への導入であっても良い。）
　　
様式第１（地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター（起業支援）事業の事業報告書の作成例）
	平成○年度地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター
（起業支援）事業報告書
補助事業者の氏名又は名称
補助事業者の代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業の実績
　【当該年度における製造・販売数量や契約件数など事業の実績を示す定量的な数値を記載する】
４．事業の収支
　【当該年度の事業の収支（決算前の場合には見込みで差し支えない）を記載する】
５．事業による温室効果ガスの削減量
　【当該年度における事業実施に伴う温室効果ガスの削減量について、算定方法及び算定根拠とあわせて記載する】
６．事業による波及効果
　【当該年度における事業実施による他業種や同業他社への波及効果や同様の起業実績などを、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイン
　ト程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


様式第２（地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター（起業支援）事業の評価報告書の作成例）
	平成○年度　地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター（起業支援）事業
　評価報告書　
○○○○○○○○○○事業
代表事業者　○○○○○○　
共同事業者　○○○○○○
　　　　　　○○○○○○　　　　
１．事業の目的
２．事業の内容
３．ビジネスとしての評価
     事業収支を含む
４．今後の事業計画 
５．事業による波及効果
　【当該年度における事業実施による他業種や同業他社への波及効果や同様の起業実績などを、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイン
　ト程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
　　　　　　　　　　　　　　　　
【ページ番号を付す】


様式第４（市民共同発電推進事業の事業報告書の作成例）

	平成○年度市民共同発電推進事業報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者の氏名又は名称
補助事業者の代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業の実績
　【当該年度における導入したkW数など事業の実績を示す定量的な数値を記載する】
４．事業の収支
　【当該年度の事業の収支（決算前の場合には見込みで差し支えない）を記載
する】
５．事業による温室効果ガスの削減量
　【当該年度における事業実施に伴う温室効果ガスの削減量について、算定方
法及び算定根拠とあわせて記載する】
６．事業による波及効果
　【当該年度における事業実施による他地域への波及効果や、同様の設備導入実績などを、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイント
程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


様式第５（市民共同発電推進事業の評価報告書の作成例）
	平成○年度　市民共同発電推進事業
　評価報告書　
○○○○○○○○○○事業
代表事業者　○○○○○○　
共同事業者　○○○○○○
　　　　　　○○○○○○　　　　
１．事業の目的
２．事業の内容
３．ビジネスとしての評価
     【事業収支を含む】
４．今後の事業計画 
５．事業による波及効果
　【本事業実施による他地域への波及効果や、同様の設備導入実績などを、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイント程度、フォントは基本的に同一のものを使うこととするが、報告書としての体裁を整えるため適宜フォントを使い分けることは差し支えない。】
【罫線は削除して差し支えない。】
【ページ番号を付す】


様式第６（地方公共団体対策技術率先導入補助事業の事業報告書の作成例）
	平成○年度地方公共団体対策技術率先導入補助事業報告書
補助事業者の氏名又は名称
補助事業者の代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業による温室効果ガスの削減量
　【当該年度における事業実施に伴う温室効果ガスの削減量について、対策
　　技術や店舗等ごとに、算定方法及び算定根拠とあわせて記載する。】
４．事業による光熱費削減量
　【対策技術ごとに、光熱費削減量について記載する。】
５．事業による効果、影響
　【対策技術ごとに、上記３や４から得られる費用対効果、地域住民の意見も踏まえ、有望性や課題を記載する。】
６．今後の取組
　【翌年度以降の取組を記載する。】
７．事業による波及効果
　【当該年度における事業実施による波及効果や同様の設備の導入実績などを、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイント程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


様式第７（地方公共団体対策技術率先導入補助事業の評価報告書の作成例）

	平成○年度地方公共団体対策技術率先導入補助事業の評価報告書
補助事業者の氏名又は名称
補助事業者の代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業による温室効果ガスの削減量
　【設備稼働年度及びその後３年間の温室効果ガスの削減量について、対策技術ごとに、算定方法及び算定根拠とあわせて記載する。】
４．事業の費用対効果
　【対策技術ごとに費用対効果について記載する。】
５．事業の水平展開の可能性
　【対策技術ごとの投資回収年数、経営上の指標からみたときの投資効果に
　　ついての評価を記載する。それを踏まえ、他の施設への水平展開の可能性についての評価を記載する。】
６．今後の取組
　【翌年度以降の対策技術の普及方策や見通しについて記載する。】
７．事業による波及効果
　【当該年度における事業実施による波及効果や同様の設備の導入実績などを、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイ
　ント程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


様式第８（地球温暖化対策技術開発事業の事業報告書の作成例）
	平成○年度二酸化炭素排出抑制対策に係る地球温暖化対策技術開発事業
事業報告書
○○○○○○○○○○に関する製品化技術開発
技術開発代表者の氏名又は名称　　

技術開発代表者の代表者の職・氏名
共同技術開発者の氏名又は名称　　

共同技術開発者の代表者の職・氏名
１．事業概要
２．技術開発の成果/製品のイメージ
３．製品仕様
４．事業化による販売実績/目標 
５．事業／販売体制
６．成果発表状況
７．期待される効果

８．技術・システムの応用可能性

９．今後の事業展開に向けての課題

【実際に使用する様式については、別途示すパワーポイント３枚程度の様式に記載すること。】



様式第９（街区まるごとCO2２０％削減事業報告書の作成例）

	平成○年度街区まるごとCO2２０％削減事業報告書
 補助事業者の氏名又は名称
 補助事業者の代表者の職・氏名
 １．事業の名称
 　　○○○事業
 ２．事業の概要
 ３．事業による温室効果ガスの削減量
 　【当該年度における事業実施に伴う温室効果ガスの削減量について、対策
 　　技術ごとに、算定方法及び算定根拠とあわせて記載する。】
 ４．事業による効果、影響
 　【対策技術ごとの費用対効果および有望性や課題を記載する。】
５．今後の取組
 　【翌年度以降の取組を記載する。】
６．事業による波及効果
　【当該年度における事業実施による他街区への波及効果や、同様の設備導入実績などを、できるだけ具体的に記載する。】
 【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイ
 　ント程度、フォントは自由とする。】
 【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


様式第10（街区まるごとCO2２０％削減事業の評価報告書の作成例）

	平成○年度街区まるごとCO2２０％削減事業の評価報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 補助事業者の氏名又は名称
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者の代表者の職・氏名
 １．事業の名称
 　　○○○事業
 ２．事業の概要
 ３．事業による温室効果ガスの削減量
 　【設備稼働年度及びその後３年間の温室効果ガスの削減量について、対策 技術ごとに、算定方法及び算定根拠とあわせて記載する。】
 ４．事業の費用対効果
 　【対策技術ごとに費用対効果について記載する。】
 ５．事業性の評価
 　【今後の事業収支の見込みなど事業性についての評価を記載する。】
 ６．今後の事業計画
 　【翌年度以降の対策技術の普及方策や見通しについて記載する。】
７．事業による波及効果
　【本事業実施による他街区への波及効果や、同様の設備導入実績などを、できるだけ具体的に記載する。】
 【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイ
 　ント程度、フォントは自由とする。】
 【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


様式第11（ソーラー環境価値買取事業の事業報告書の作成例）
	平成○年度ソーラー環境価値買取事業報告書
補助事業者の氏名又は名称
補助事業者の代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業の実績
　【当該年度における太陽光発電による発電量を記載する】
４．事業の収支
　【当該年度の事業の収支（決算前の場合には見込みで差し支えない）を記載する】
５．事業による温室効果ガスの削減量
　【当該年度における事業実施に伴う温室効果ガスの削減量について、算定方法及び算定根拠とあわせて記載する】
６．事業による波及効果
　【当該年度における事業実施による他地域への波及効果や、同様の設備導入実績などを、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイント程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


様式第12（ソーラー環境価値買取事業の評価報告書の作成例）
	平成○年度ソーラー環境価値買取事業評価報告書
補助事業者の氏名又は名称
補助事業者の代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業の実績、事業の収支及び温室効果ガスの削減量
　【設備稼働年度及びその後５年間の太陽光発電による発電量、収支、温室効果ガスの削減量を算出する。】
４．事業性の評価
　【今後の事業収支の見込みなど事業性についての評価を記載する。】
５．今後の事業計画
６．事業による波及効果
　【当該年度における事業実施による他地域への波及効果や、同様の設備導入実績などを、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポ
　イント程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


様式第13（エコ燃料利用促進補助事業報告書の作成例）
	平成○年度エコ燃料利用促進補助事業報告書
補助事業者の氏名又は名称
補助事業者の代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業の実績
　【当該年度において実施した設備整備について、その改良点及びそれによる効果等もあわせて記載する。】
４．事業による温室効果ガスの削減量
　【当該年度における事業実施に伴う温室効果ガスの削減量について、算定
　　方法及び算定根拠とあわせて記載する】
５．今後の取組
 　【翌年度以降の取組を記載する。】
６．事業による波及効果
　【当該年度における事業実施による同業他社や等への波及効果や、同社内での同様の設備導入実績などを、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポ
　　イント程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


様式第14（エコ燃料利用促進補助事業の評価報告書の作成例）
	平成○年度エコ燃料利用促進補助事業評価報告書
補助事業者の氏名又は名称
補助事業者の代表者の職・氏名
１．事業の名称
　　○○○事業
２．事業の概要
３．事業の実績、事業の収支及び温室効果ガスの削減量
　【設備稼働年度及びその後３年間のエコ燃料の製造量・供給量、温室効果ガスの削減量を算出する。】
４．事業性の評価
　【今後の事業収支の見込みなど事業性についての評価を記載する。】
５．今後の事業計画
６．事業の波及効果
【本事業実施による同業他社や等への波及効果や、同社内での同様の設備導入実績などを、できるだけ具体的に記載する。】
【用紙は日本工業規格Ａ列４番の用紙を用い、文字の大きさは10～12ポイント　程度、フォントは自由とする。】
【罫線は削除して差し支えない】
【ページ番号を付す】


